


「四方良し」を世界へ
プラスは、「世の中にプラスになる」という原点を大切にしながら、

「四方良し」の精神で、グローバルな社会課題に真摯に向き合っています。

私たちが思い描く多様なステークホルダーとの共創。それを世界へと広げていくために、
事業同士のシナジーを高め、ときには、これまでにない視点やアプローチにも挑んでいく。

その挑戦を支えるのが、サステナビリティを意識した企業経営であり、
新たな事業の出発点にもなりうるもの。

2022年度にマテリアリティを策定し、私たちはさまざまな社会課題の解決に取り組んできました。
そして今も、一歩一歩、足もとを確かめながら、次の未来へと歩みを進めています。

「PLUSのココロ」に宿る創造力を信じて。

人と自然が調和し、誰もが自分らしく生きられる社会のために。
私たちは、世界中のステークホルダーとともに、持続可能な未来の実現に力を尽くしていきます。

私たちの理念  Our Philosophy

新しい価値で、新しい満足を。
私たちのビジョン  Our Vision

プラスグループは世界中の人々に
快適で楽しくスマートな
仕事空間と生活文化を実現する
商品・サービスを提供し
社会の発展に寄与します。

私たちの価値観  Our Values

ユニークネスの追求
・お客様重視
・生活者視点
・自由と個の尊重
・デザインへのこだわり
・挑戦と改革

私たちの行動指針  Our Action

今までにない、他者とは違う、
他のやり方でチャレンジする。

お客様のために、
あらゆる努力を惜しまない。

社会、家庭の中で暮らす一人として
自覚し仕事に取り組む。

仲間を大切にしながら、
自由な発想で取り組み、個性を発揮する。

常に、美しいもの、
心地よいものを追求し提供し続ける。

情熱を持って挑戦し、
仕組みや社会を変えてゆく。

PLUSのココロ
企 業 理 念

重点取り組みテーマとマテリアリティ
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プラスグループの目指す姿

「サステナビリティレポート2025」では、2022年に策定した「サステナビリティ方針」「重点取り組みテーマ」「マテリアリティ」を

軸に、プラスグループが目指す「社会最適」の実現に向けて、一人ひとりのサステナビリティを意識した取り組みをご紹介する

とともに、2024年度に新たに加わったグループ会社の活動も含め、内容を充実させて報告します。特集ページでは、現場で活

躍する社員のサステナビリティを推進する行動が、しっかりと事業活動に根付いている事例をお伝えします。また、グローバル

企業として社会的責任を果たす観点から、従来以上にGRIの推奨開示項目を意識した情報収集・編集を行いました。今後も本

レポートをステークホルダーの皆様との重要な対話ツールと位置づけ、幅広いコミュニケーションに活用してまいります。

2024年度（2024年1月1日〜2024年12月31日）　※一部、この期間の前後の活動についても含まれています。
プラスグループ（連結子会社および関連会社）を報告対象としています。
● 国際標準化機構「社会的責任に関する手引き（ISO26000：2010）」
● 環境省「環境報告ガイドライン2018年版」
● GRI（Global Reporting Initiative）「サステナビリティ・レポーティング・スタンダード」
2025年7月
2026年7月

対 象 期 間
対 象 範 囲
参考ガイドライン

発 行 年 月
次 回 発 行 予 定

：
：
：

：
：

編集方針

強くしなやかな組織を築く。　51~

53
54

持続可能な調達の追求----------------------------
災害に強いインフラの構築------------------------

働く人に満足を。　17~

19
22
24

よりよい働き方・いごこちのよい
環境づくりの追求・提案------------------------------
多様性を活かす組織への変革------------------
未来につながる人材の育成-----------------------

社会に満足を。　25~

27

29
31
33
35
36

ユニークなデザイン・発想による
価値ある商品とサービスの創出---------------

バリューチェーンの変革による
新しいビジネスモデルの創造-------------------
DXを活用した新しい個客体験の提供----
商品の品質向上・安全性確保-------------------
商品に関する情報開示-------------------------------
地域社会とのパートナーシップの促進---

地球環境に満足を。　39~
41

41

47
50

プラスグループ環境理念・環境方針----------
企業活動を通じた
気候変動問題への取り組み--------------------

資源の循環利用を促進する
モノ・サービス・仕組みの開発-------------------
有害化学物質の把握・削減------------------------

ユニークな発想で社会最適を。
繋げようサステナブルな未来へ。
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 プラスグループの会社情報  2024年度サステナビリティ指標（プラス株式会社）



ステークホルダーの皆様とのエンゲージメント

次世代 社員お客様 地域社会お取引先様

プラスグループの
重点取り組みテーマ

● 顧客満足に繋がる商
品・サービスの展開

● 適切で誠実な情報
開示

● 製品使用時の安全
喚起

●新たな働き方の支援
●スマート事業による
モノ・サービスの最
適な提供

●災害・防疫協定の    
締結

●「プラスクリーンフェ
ス 2024」の実施
● 生物多様性の保全

● ベトナム学生対象
奨学金制度による
支援

● キャリア体験プロ
グラムの実施

● 「第18回キッズデザ
イン賞」5製品受賞

● 「健康経営優良法
人認定」の取得

● ダイバーシティ&
インクルージョン
の推進

● 人権方針の策定

サステナビリティ方針

ユニークな発想で社会最適を。
繋げようサステナブルな未来へ。

企業理念
PLUSのココロ

私たちの理念

私たちのビジョン

私たちの価値観

私たちの行動指針

重点取り組みテーマ マテリアリティ 施策テーマ 取り組むべき社会問題

働く人に
満足を。

よりよい働き方・いごこちのよい
環境づくりの追求・提案

● 健康保持増進に向けた取り組み
● 新しい働き方・働きやすい環境づくりの提案

● 人口減少
● 少子高齢化
● 女性活躍推進
● メンタルヘルス問題

多様性を活かす組織への変革
● ダイバーシティ＆インクルージョンの推進
● ワーク・ライフ・バランスの実現

未来につながる人材の育成
● 教育研修・人材交流制度の拡充による
　キャリア支援制度の充実
● 未来を担う子どもたちへのサポート

社会に
満足を。

ユニークなデザイン・発想による
価値ある商品とサービスの創出

● 顧客満足に繋がる商品・サービスの展開
● 新たな働き方の支援
● 新しい物流モデルの創造

● 働き方改革
● 人手不足の慢性化
● 地方創生
● 資源循環型社会への移行

バリューチェーンの変革による
新しいビジネスモデルの創造

● スマート事業によるモノ・サービスの最適な提供
● サービス拡充による物流業務の最適化

DXを活用した
新しい個客体験の提供

● 次世代コアビジネス創造プログラムの推進
● DXによる職場の快適・満足度の向上

商品の品質向上・安全性確保
● 品質基準の確立と製品安全性の確保
● パートナー企業と歩む品質向上の取り組み
● 高品質で安全性の高い物流サービスの提供

商品に関する情報開示
● 適切で誠実な情報開示
● Webサイトにおける製品情報提供の高度化

地域社会との
パートナーシップの促進

● パートナーとの協業による地域経済の活性化
● 国内外における地域貢献活動の推進

地球環境に
満足を。

企業活動を通じた
気候変動問題への取り組み

● 温室効果ガス（GHG）排出量の算定
● CO2排出量削減の取り組み
　　　　　 生物多様性の保全

● 地球温暖化問題
● 廃棄物問題
● プラスチック問題

資源の循環利用を促進する
モノ・サービス・仕組みの開発

● サーキュラーエコノミーに向けた新たな取り組み
● 中古オフィス家具の循環型トータルリサイクル
　システムの推進
● 環境配慮商品の開発

有害化学物質の把握・削減
● 製品化学物質・有害物質管理の徹底
● 製品使用時の安全喚起

強くしなや
かな組織を

築く。

持続可能な調達の追求
● 天然木・国産木材の活用による環境への貢献
● 調達基本方針・調達基準を社内外へ周知

● 人権問題
● 災害の激甚化対応問題

災害に強いインフラの構築
● 持続可能な調達・購買、地域の安心・安全への

貢献

関連するSDGs

関連するSDGs

関連するSDGs

関連するSDGs

プラスグループの目指す姿

プラスグループのサステナビリティ
『PLUSのココロ』からサステナビリティ経営へ
『PLUSのココロ』に定められた私たちの理念「新しい価値で、新しい満⾜を。」
を具現化し、事業活動を通じて社会課題の解決に貢献することが、
プラスグループのサステナビリティであると考えています。
プラスグループのサステナビリティに対する姿勢、取り組み指針を
ステークホルダーの皆様に明確にするために、

「サステナビリティ方針」「重点取り組みテーマ」「マテリアリティ」を策定しました。

PLUS Group's Sustainability

重点取り組みテーマとマテリアリティ（重要課題）
サステナビリティ方針に基づき、プラスグループが優先的に取り組むべき課題
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プラスグループの目指す姿

サステナビリティマネジメント
サステナビリティ推進体制
プラスグループのサステナビリティ活動は、グループ経営者会議、取締役会、コーポレート会議のもと、
プラス株式会社専務取締役が担当となり、コーポレート本部サステナビリティ推進室と
リスクマネジメント推進委員会が連携し、課題に取り組んでいます。
海外拠点においては、コンプライアンス委員会やサステナビリティ推進室より、現地社員に対し、Web会議システムを⽤いて、
コンプライアンスやサステナビリティ、SDGsに関するセミナーを実施し、基本的な考え⽅や⽅向性、
今後の取り組み課題について、情報交換や共有をすることで、グループへの浸透を図っています。

マテリアリティ特定と管理プロセス
網羅性・客観性・独自性を担保するために、2022年に以下の3つのステップでマテリアリティを特定しました。
マテリアリティは、課題の重要性の変化や新規課題の出現などを踏まえ、３か年の中期経営計画に則って毎年検討・
討議し、必要に応じて見直していきます。

社内教育・社員研修を通じた
サステナビリティ浸透

プラスグループでは、サステナビリティに関する教育・研修
を通じて、グループ全体へのサステナビリティ浸透に努めてい
ます。グループで働く仲間の一人ひとりが、ステークホルダー
の皆様からの私たちに対する期待や求められている役割を理
解し、サステナビリティ活動の担い手となって推進していくた
めに、毎年e-ラーニング形式による教育を実施しています。

こうした教育・研修による効果を把握するために、2023年よ
り全社員を対象としたサステナビリティ理解度調査を実施。調
査の結果、96％の社員がサステナビリティに対して関心を持っ
ていることがわかりました。

社員エンゲージメントの向上
プラス株式会社では、社員が持続的に心身ともに良好で、

仕事を通じて、やりがいや充実感、満足感を感じている状態を
作り出すことを目的に社員のウェルビーイングおよびワーク・
エンゲージメント調査を行い、課題の抽出を行っています。調
査結果は全社員へ共有。各組織での共通性がみられる課題に
対しては当社全体での取り組みに繋げていくことにより、社員

プラスグループ各社 プラスグループ全社員

コンプライアンス委員会

リスクマネジメント推進委員会
リスクマネジメント委員会分科会

プラスグループ
サステナビリティ
推進責任者

プラス株式会社
コーポレート本部
サステナビリティ推進室

連携 連携

経営層
グループ経営者会議
取締役会
コーポレート会議

 Sustainability Management

STEP3 経営層の承認

マテリアリティを取締役会において承認
上記を通じて絞り込まれた重要イシュー（マテリアリティ）の候補を、会長、社長を含めた経営層がレビュー。経営層の意思
を踏まえた最終案として取りまとめ、取締役会で承認を受けました。

STEP1 社会課題の抽出

205項目の社会課題から検討をスタート
マテリアリティを議論するにあたり、まずは国際的なイニシアティブ、業界方
針、ステークホルダーアンケートなどをもとに、サステナビリティに関わるイ
シュー（課題）を幅広く抽出。205項目に及ぶイシューをリストアップしました。
さらに、中期経営計画、社員満足度調査、社内外に発信したトップメッセージ
等の自社の情報を205項目のイシューに加え、課題の抽出を行いました。

イシュー抽出にあたり参照した資料
● 参照したイニシアティブ：ISO26000、OECD多国籍企業ガイドライン、SDGsなど
● 参照した業界方針：一般社団法人 全日本文具協会、一般社団法人 日本オフィス

家具協会
● ステークホルダーアンケート：顧客企業からのアンケート項目、社員エンゲージ

メント調査

SDGsをはじめとしたさまざまな
社会課題を網羅的にピックアップ

STEP2 プラスグループとしての優先順位付け

プラスグループが貢献できる課題が何かを検討
4つの事業カンパニー、９つのグループ会社（2021年時点）を横断したワー
キンググループを作り、複数回にわたるワークショップを開催。リストアッ
プしたイシューの中からプラスグループの事業と特に関連性の高い項目
をピックアップし、各イシューを“攻め”（＝自社のビジネスチャンスに繋がる
イシュー）と“守り”（＝自社のリスクに繋がり得るイシュー）に整理。それらを

「プラスグループにとっての重要度」と「ステークホルダーにとっての重要
度」という2軸で定量的に評価し、重み付けしました。
さらに、各カンパニー・各社の事業戦略との関連度合いや将来的にありたい
姿を踏まえて、「よりプラスグループらしく貢献できるイシューは何か」「将来の
成長に繋がるイシューは何か」などを検討しました。重要イシューの評価は、外
部有識者の意見を参考にしながら、客観的な視点も採り入れて行いました。

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
重
要
度プラスグループにとっての重要度

必
要
に
応
じ
て
見
直
し

「キャンドルづくりワークショップ」 「2030 SDGs カードゲーム」
ワークショップ

2024年度に行ったサステナビリティ教育・研修（一部抜粋）
● サステナビリティ施策策定と新たな3か年計画に向けた勉強会の実施
● 海外グループ会社向けオンライン研修の実施
● 前橋工場社員を対象とした「キャンドルづくりワークショップ」の開催
● 「2030 SDGs カードゲーム」ワークショップの実施

期間 教育・研修実施回数
2022年1月～12月 5回
2023年1月～12月 4回
2024年1月～12月 7回

一人ひとりのウェルビーイングとワーク・エンゲージメントの向
上を目指すとともに、組織力の向上を目指します。
● 調査頻度：年に1回（毎年11月）　
● 調査対象：プラス株式会社に所属する正社員、契約社員
　（2024年1,536名）
● 調査手法：Webサイトによるアンケート方式
● 回答率：80.5%

働
く
人
に
満
足
を
。

社
会
に
満
足
を
。

地
球
環
境
に
満
足
を
。

強
く
し
な
や
か
な
組
織
を
築
く
。

プ
ラ
ス
グ
ル
ー
プ
の
目
指
す
姿

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
／

会
社
情
報

09 PLUSグループ サステナビリティレポート 2025 10PLUSグループ サステナビリティレポート 2025









働く人
に満足を。

S
at

is
fa

ct
io

n 
fo

r
W

or
ke

rs

誰もが楽しく、ワクワクする

職場環境でなければ、いきいきと働き、

サステナブルな未来に向けた

取り組みをすることができません。

多様な人が、多様な働き方で、

いきいきと輝ける環境の在り方を創造し、

働く人にやりがいと満足をお届けします。

よりよい働き方・いごこちのよい
環境づくりの追求・提案

多様性を活かす組織への変革

未来につながる人材の育成

P.19

P.22

P.24

マテリアリティ

関連するSDGｓ

Highlights in 2024
2 0 2 4 年 の 主 なトピックス

P.20

健康経営
優良法人

認定取得
今年度もプラス株式会社、

オフィスコム株式会社、NSK株式会社の
健康経営の取り組みが評価されました。

P.21

「WANNA BE」受講

75名1,200人超
「こうありたい！（WANNA BE）」と願う
社員の希望と意欲がふくらんでいます。

P.24

「オフィスのイゴコチ展2025 
presented by PLUS」

来場人数

プラスの新しい働き方・働きやすい環境づくりを
多くの方にご覧いただいています。
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プラス株式会社では、2023年8月に「プラス株式会社 健康経営
宣言・方針」を策定しました。代表取締役社長が最高責任者となり、
社員の心身の健康と安全衛生の状況のモニタリングを行っていま

オフィスコム株式会社、NSK株式会社は、経済産業省と日本
健康会議が共催する「健康経営優良法人（中小規模法人部門）」
に4年連続で認定されており、中でもNSK株式会社は優良な上
位500法人に対して与えられる「ブライト500」に認定されました。

プラス株式会社は健康経営推進を目的とし、2024年5月1日
から6月2日の約1か月にわたり、一般財団法人アールビーズス
ポーツ財団が主催するオンラインウォーキングイベント「さつき
ラン＆ウォーク」のウォーキング部門に参加しました。本イベント
は、スマートフォンアプリを用いて企業間での歩数ランキングを
競うもので、全体で855団体・262,076名が、当社からは166名
が参加し、434位となりました。

NSK株式会社は、女性活躍推進に優れた企業として、厚生
労働大臣から「えるぼし」認定の最高位（3つ星）に認定されまし
た。この認定は「女性活躍推進法」に基づき、採用、継続就業、働
き方、管理職比率、キャリアコースの5つの評価項目において優

プラス株式会社では、働きがい向上の取り組みとして、全国
の拠点へ社長が訪問し、社員と出会い、語らい、思いをひとつ
にする「DEAI tour」を2024年から開催しています。これまでに
名古屋、広島、福岡で開催し、約120名の社員が参加しました。

このイベントでは、経営者の思いを直接聞き、交流すること
で、社員が同じ思いで働いている状態を作ることを目指し
ています。新しい価値・満足を生み出す強い土台づくりのた
め、こうした機会を通じ企業文化の醸成・浸透に取り組んで
います。

フィジカル面の健康維持・増進、生活習慣の改善
● 定期健康診断の実施および人間ドック項目の受診サポート

定期健康診断の受診に加え、人間ドック受診を推奨。受診率の向上と疾
病の早期発見に努めています。

● 傷病休暇の導入
傷病理由に限定した休暇（有給）を5日間設定しています。

メンタル面の健康維持
● EAP（社員支援プログラム)の導入

社員とその家族が個人的または精神的な心配事を専門カウンセラーに
相談できるシステムを導入しています。

● ストレスチェック
年に1回ストレスチェックを実施。高ストレスが確認された場合は、専門カ
ウンセラーへ相談できる体制を整えています。

健康保持増進に向けた取り組み

働く人に満足を。

よりよい働き方・いごこちのよい
環境づくりの追求・提案
社員一人ひとりがいきいきと働き、健康的にやりがいを感

じられる働き方といごこちの良い環境づくりを目指します。

また社内だけにとどまらず、蓄積されたノウハウをお客様の

働き方改革やオフィスづくりに向けて提案していきます。

■  健康経営の推進
 

■  「健康経営優良法人認定」の取得
 

■  さつきラン＆ウォーク参加
 

■ えるぼし企業認定の取得
 

■ DEAI tour 開催
 

す。社員一人ひとりが心身ともに健康であることが、会社と個人の
ビジョンを実現していく原動力であり、社員の健康を維持・向上さ
せることを重要な経営課題のひとつと位置付け、推進しています。

プラス株式会社も「健康経営優良法人認定（大規模法人部門）」
を取得。プラスグループ全体で社員の健康管理を支援し、健全
な職場環境の構築に取り組んでいきます。

職場環境・制度の整備
● 働き方改革の推進

仕事と生活を両立しながら、すべての社員が能力を発揮できる、働きやす
い制度と環境の整備に努めています。

● 総合型福利厚生サービス（ベネフィット・ステーション）の導入
● ファミリーデーの開催
● 安全衛生・リスクマネジメント
「全プラス労働組合」と労働安全衛生に関して毎月協働の場を設け、情報
の共有に努めています。

健康維持増進の意識醸成・ヘルスリテラシーの向上
● 健康増進イベントへの参加
● セミナー開催

日常生活の中で自然に健康的な行動を選べるよう、知識の提供にとどま
らず、意識変革にも努めています。

■健康経営マップ

■主な取り組み

課題 実現したい姿

フィジカル面の
健康維持・増進
生活習慣の改善

メンタル面の
健康維持

職場環境・
制度の整備

健康維持増進の
意識醸成・

ヘルスリテラシーの向上

取り組み施策

定期健康診断の実施

40代以上の人間ドック受診補助

ストレスチェックの実施

メンタルヘルス研修の実施

働き方改革の推進

健康系カフェテリアプラン
利用支援

セミナー・イベントの実施

何らかの症状を
抱えながら働いている

状態の低減

最終的な目標指標

傷病による
欠勤の低減

ワークエン
ゲージメント
の向上

働
く
社
員
が
心
身
と
も
に
健
康
で

い
き
い
き
と
働
き
、公
私
と
も
に
充
実
し
た

毎
日
を
過
ご
せ
る
企
業
へ

延べ参加人数の増加

健康系プログラムの
利用率

有給取得日数の増加

研修参加率

高ストレス者率の低減

対象者の受診率

定期健診受診率の向上

施策の取り組み施策の指標

みんなで育てる、健康づくりの第一歩
プラス株式会社
コーポレート本部 人事統括部
人材開発室

下平 莉那
　社員の健康増進や運動習慣の
動機付けを目指し、2024年に初め
て「さつきラン＆ウォーク」に参加し
ました。2025年も参加を予定してお
り、前回以上に多くの社員に参加してもらえるよう、イベント
の楽しさや魅力を広めていきたいと考えています。社員の
皆さんが健康で過ごせるよう、今後もさまざまなイベントを
企画し、より充実した健康づくりをサポートしていきます。

れた企業に与えられるものです。今後も、性
別や年齢に関係なく、社員がいきいきと働け
る職場環境の整備に努め、社員一人ひとりの
成長を支援していきます。

健康経営を効率的に推進するために、当社が抱える課題や問題点の見える化と健康施策の効果測定を行い、作成した健康経営戦略
マップに基づき施策を実施、改善を図っています。

DEAI tour

▶オフィスコム株式会社 健康経営宣言
https://www.officecom.co.jp/company/
declaration-of-health.html

▶NSK株式会社 すこやか推進宣言
https://www.nsk-net.co.jp/well-being/
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これまでにないやり方で今を見直し、

これまでより、もっと便利でもっと快適な、

そして環境にもやさしい製品・サービスと

仕組みを創造し、日々の暮らしに豊かさを、

社会を構成する皆様に安心と安全、

感動と満足をお届けします。

関連するSDGｓ

Highlights in 2024
2 0 2 4 年 の 主 なトピックス

P.27

キッズ
デザイン賞

受賞
文具5製品が

「2024年度キッズデザイン賞」
を受賞しました。

P.29

スマートスクール
小中学校登録率

小中学校のほか、高校・幼稚園・保育園・
こども園等、他教育施設を合わせ、

約49,000施設でご登録いただいています。

P.38

プラスクリーンフェス

プラスクリーンフェスにて
国内外計42か所の社員が

参加しました。

90%超 855名参加

ユニークなデザイン・発想による
価値ある商品とサービスの創出

バリューチェーンの変革による
新しいビジネスモデルの創造

DXを活用した新しい個客体験の提供

P.27

P.29

P.31

商品の品質向上・安全性確保

商品に関する情報開示

地域社会とのパートナーシップの促進

P.33

P.35

P.36

マテリアリティ
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プラス株式会社 ジョインテックスカンパニー
は、全国の文具事務用品や教材等の販売店と
の協働により、カタログ通販に専任営業サポー
トが付いたデリバリーサービスとして、法人・官
公庁向けの「スマートオフィス」、地方公共団体
向けの「スマートガバメント」、学校・保育施設向
けの「スマートスクール」、介護・福祉施設向け
の「スマート介護」を展開しています。従来のオ
フィスにとどまらないさまざまな「職場」に必要
なモノ・サービスをワンストップでご提供し、「職
場」の調達業務効率化をサポートしています。

スマート事業によるモノ・サービスの最適な提供

サービス拡充による物流業務の最適化

バリューチェーンの変革による
新しいビジネスモデルの創造
バリューチェーン全体を見渡す視点で、自社のみならず社

会全体の効率性も追求し、新たな価値をつくり出していき

ます。組織を越えて現状の課題を共有し、グループ各社が

連携することで、これまでにない観点で社会課題への解

決策や仕組みを提案し、社会最適を実現します。

社会に満足を。

（2003年開始）

（1997年開始） （2014年開始）

（2022年開始）

「スマートスクール」は、1997年にスタートした小中学校・幼保園
向けのデリバリーサービスで、全国の小中学校の90%以上に加え、
幼保園も合わせ約49,000もの施設でご利用いただいています。全
国の教材販売店や文具事務用品店等と協働することにより、学校
用品・保育用品・文具事務用品を中心としたカタログ掲載のアイテ
ムを、注文の翌日に学校や保育現場へお届けしています。

プラス株式会社は、2024年10月より、「スマートスクール」のWeb
ポイントの交換賞品として、認定NPO法人全国こども食堂支援セン
ター・むすびえへの寄付を追加しました。利用者が商品購入で貯め
たポイントに、当社が同額を上乗せするマッチングギフト形式で運
営され、こども食堂の支援に活用されます。

子どもたちや地域の人々に温かい食事や居場所を提供するこど
も食堂は、多くがボランタリーに運営されており、継続的な資金確
保が課題となっています。当社は、むすびえの「こども食堂の支援
を通じて、誰も取りこぼさない社会をつくる。」というビジョンに賛同
し、今回の取り組みを企画しました。未来を担う子どもたちを育む
お手伝いができるよう、「スマートスクール」の利用者とともに、安心・
安全な居場所と食事を提供するこども食堂を支援していきます。

「スマート介護」は全国の介護・福祉施設を対象としたデリバ
リーサービスで、2014年にスタートしました。提携する文具事務用
品店や介護・医療用品の販売企業と協働し、多忙な介護・福祉施
設のスタッフの方々の時間・労力軽減を目指すものです。
「スマート介護」では、2019年より介護施設入居者向けのお買

い物サポートサービス「COREIL(コレイル)」の提供を開始してい
ます。さらに2025年1月には、利用する介護施設からの乳製品や
果物、パンなどの食品に対する要望を受け、ONIGO株式会社が運
営するネットスーパー「ONIGO（オニゴー）」と連携し、生鮮食品の
当日配送サービス「COREIL Fresh（コレイル フレッシュ）」の提供
を開始しました。施設入居者ごとに商品を小分けした状態でお届
けするため、スタッフによる仕分け作業は不要。また請求業務で

スマート事業は、さらなる利便性の向上を目指し進化しています。
2023年8月より、「スマートスクール」「スマート介護」、2024年7月より、

「スマートオフィス」「スマートガバメント」において、会員が希望す
る配送曜日を設定できる機能を拡充し、配送回数の大幅削減も実
現する発注サービス「スマートデリバリー」の提供を開始しました。

ここ数年、利用者から「人手が足りず、週に何度も荷受けをするの
は大変」「翌日ではなく、希望日に届けてほしい」といった声が寄せら
れていました。また配送面でも近年、物流業務の効率化、CO2排出量
の削減、ドライバーの労働時間を規制する「2024年問題」などへの対
応が求められています。注文実績データに基づくと、利用者の25％が
週に複数回注文していることから、この複数オーダーをまとめ、決まっ
た曜日に配送を行うことで、利用者の荷受け負担を解消すると同時
に、配送回数を最大約20％削減できることがわかりました（当社試

プラスグループは流通事業において、商品・サービスのライン
ナップを充実させるとともに、商流の中で重複した業務をなくし、営
業効率の向上を図っています。さらに、「業種卸」から一歩進んで、取
引先である販売店の皆様のビジネスモデル転換を支援する「業態
卸※」へとスピーディーに転換を進めています。

2024年3月、プラス株式会社は株式会社白洋舎と業務提携契約
を締結しました。この業務提携をきっかけに、介護施設に加え、企

■  「スマートスクール」を通じたこども食堂の支援
 

■  「スマート介護」利用者のQOL向上と施設の負担軽減
 

■  サービス改善と環境負荷低減・物流効率化の両立
 

■  社会最適なビジネスモデルの構築
 

「スマートスクール」ポイント交換商品一覧

はオンライン発行される入居者ごとの購入内訳書を活用できるた
め、大幅な業務効率化が期待できます。

また2023年より、株式会社白洋舎（以下、白洋舎）と連携し、
「COREIL」利用会員施設の入居者向けに宅配クリーニングサー
ビス「らくらく宅配便」を提供しています。「らくらく宅配便」は、白洋
舍の店舗・集配サービスがネットで申込み利用できる宅配サービ
スで、「スマート介護」は全国的な介護福祉施設向けサービスとし
て初めて、本サービスとの連携を実現しました。清潔で快適な衣
生活をサポートし、施設入居者やご家族の満足度の向上を図ると
ともに、宅配サービスの利点を活かし、施設スタッフによるクリー
ニング品の仕分けや管理、精算の簡素化を図ることで、施設運営
の効率化にも貢献しています。

算）。限りある資源の有効活用と配送時のCO2排出量削減により、環
境・物流への負荷軽減と、物流効率の向上に繋がっています。

引き続き、会員へ一層のサービス拡充を進めると同時に、ドライ
バーの労働時間削減や物流体制の最適化に貢献し、社会問題の
解決の一助となることを目指します。

業・官公庁、学校、工場など幅広い法人クリーニング市場をターゲッ
トとした多様なサービスメニューの開発に着手しました。両社が
持つサービスのノウハウを共有し、商材・商品の開発を行うほか、
効率的な物流機能の構築を図り、満足度の高い法人クリーニング
サービスモデルの構築に取り組んでいます。

※単に小売店に商品を卸すだけではなく、取引先の販売店の業態進化に向けて、
品揃えやデータ活用、物流等、さまざまな観点から支援を行う卸売業のこと。

■「COREIL Fresh」ご利用イメージ
1. 注文
スマート介護Webで注文

2. ピッキング
商品をピックアップ

3. 配送
配送員が配送

4. 受け取り
小分けでお渡し
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プラス株式会社は1995年に業界に先駆けてベトナムに
事業展開し、全額出資のベトナム現地法人PLUS VIETNAM　
INDUSTRIAL CO., LTD.（ベトナム：ドンナイ省、以下「PVI」）を
設立しました。現在では1,800名を超える現地社員とともに、成
長するステーショナリー事業を製造面で支えています。

その長年のご支援に対する感謝を込めて、ベトナムの若い優
秀な人材の輩出に少しでもお役に立ちたいとの想いから、「日

プラス株式会社は、次世代の子どもたちのキャリア教育を支
援することを目的に、2015年より中高生の企業訪問や工場見
学の受け入れを行っています。

2024年は、本社・虎ノ門オフィスへ計5校33名、オフィス家具
を製造する前橋工場に計7校94名が来社されました。

企業訪問では、本社・虎ノ門オフィス見学、会社・事業説明、文
具製品開発担当者へのインタビューおよび参加者への文具製
品開発に関するヒアリングなどを実施しています。

2025年4月には、これまで以上に中高生の皆さんにキャリア

2024年10月、「国際ユース作文コンテスト」（公益財団法人五
井平和財団主催）にプラス株式会社の製品を寄贈しました。
「国際ユース作文コンテスト」は、平和の文化と持続可能な地

球社会を築いていくうえで、子どもや若者たちのエネルギーと
創造性、自発性を活かすとともに、あらゆる世代の人々が彼ら
の発想から学び、より良い世界のために何ができるか、それぞ
れ考え、行動することを奨励する目的で2000年から毎年開催さ
れており、当社は2018年より本コンテストに協賛しています。

「社会・環境への貢献」「周辺地域の美化」「社員のサステナ
ビリティへの参加意識向上」を目的に、2015年3月、本社・虎ノ
門オフィス周辺の清掃活動をスタートしました。また、群馬県前
橋市にあるプラスランド敷地内を流れる神沢川や工場外周の
清掃活動「神沢川クリーン計画」も、前橋工場スタッフを中心に
1993年より毎年実施しています。

プラス株式会社および日本ノート株式会社は、2024年11月
23日～24日に開催されたSDGsキッズスタートアップアドベン
チャー事務局が主催する「SDGsキッズスタートアップアドベン
チャー」に文具製品を寄贈しました。
「SDGsキッズスタートアップアドベンチャー」は、次世代を担

う小学生と学生ボランティアが1泊2日のアウトドア・アクティビ
ティを通じて、SDGsをベースにした「世界のミライ」を学び体感
することを目的に毎年開催されており、当社は2022年より本イ
ベントに協賛しています。

2024年は「アップサイクル」をテーマに、SDGsへの取り組み
を進める国際連合地域開発センターをはじめ、さまざまな協力
企業・団体による特別授業が実施されました。

今回当社より寄贈した製品は、イベントに参加する子どもたち
と学生ボランティアへ贈呈されました。

国内外における地域貢献活動の推進

■  ベトナム学生対象の奨学金制度
 

■  企業訪問学習・工場見学のサポート
 

■  国際ユース作文コンテストへの協賛
 

■  プラスクリーンフェス
 

■  SDGsキッズスタートアップアドベンチャーへの協賛
 

越友好40周年」の節目の年である2013年、ベトナムの大学生
および小学生を対象とした奨学金制度を設立しました。本制度
は、留学生の受け入れに熱心に取り組まれている青山学院大学
との提携により、同学のベトナム人留学生を支援する「PLUS・
AGU ベトナムスカラーシップ」と、PVIを窓口にベトナム国内の
小学生を支援する「PLUS Vietnam Scholarship」の2つのプロ
グラムを実施しています。

について考えていただけるよう、名称を「キャリア体験プログラ
ム」と変更し、内容を充実させて新たにスタートしました。

また、ぺんてる株式会社は、地域貢献の一環として、中学生の
職場体験や高校生のインターンシップに協力し、実際の仕事現
場を見学いただき、主体的に学べる機会を提供しています。茨
城工場では近隣の小中学生に対し工場見学を実施し、ぺんてる
のモノづくりに対する姿勢や環境保全への取り組みをお伝えし
ています。

2016年にこれらの活動を統合、2017年にプラスグループの
清掃活動「プラスクリーンフェス」に名称変更するとともに、国内
拠点だけでなく海外拠点にも規模を拡大して活動を開始しまし
た。2024年度は国内グループ各社35か所、海外グループ各社7
か所（中国2拠点、ベトナム2拠点、台湾、ドイツ、アメリカ）計42か
所、855名にて実施しました。

「PLUS・AGU ベトナムスカラーシップ」奨学金授与式
2024年度は、青山学院大学に在学中の留学生3名を奨学生と

して決定しました。2025年1月28日、本社・虎ノ門オフィスにて奨
学金授与式を行い、証書を授与しました。当日は奨学生3名より、
日本留学に関するプレゼンテーションを行っていただきました。
奨学生の皆様が、日本で得たたくさんの知識や経験を今後に活
かしてくださることを願っています。

● 対象人数：2024年度 3名
● 対象者：青山学院大学ベトナム人留学生
● 支給内容：1,000,000円／1名
● 支給開始：2024年10月

「PLUS Vietnam Scholarship」奨学金授与式
2024年度も100名の奨学生を決定し、2024年8月22日にNhon 

Trach（ニョンチャック）県、29日にCam My（カムミー）県にて奨学
金授与式を行いました。授与式では子どもたちの代表からお礼
のスピーチに加え歌や踊りも披露されました。その様子は現地の
新聞やテレビでも取り上げられました。

● 対象人数：2024年度 100名
● 対象者：ドンナイ省の小学生
※ ドンナイ省内の2県を選定し、教育推進協会より対象県内の小学校へ奨学金

制度について通知。PVIで制定した本制度運用ルールに基づき、授与対象奨
学生を選定し、教育推進協会の協力のもと、奨学金授与式を開催しています。

● 支給内容：200万ドン／1名（日本円換算：約10,000円）、
　　　　　 プラス文房具ギフトセット、お菓子
● 支給開始：2024年8月

国内外で行われた「プラスクリーンフェス 2024」

本社・虎ノ門オフィスでの企業訪問の様子 ぺんてる株式会社での工場見学の様子

チームデミ
（子どもの部・若者の部 入選副賞）

おりたためるクリップボード＋専用ストラップ
（子どもの部・若者の部 佳作副賞）

寄贈製品

「SDGsキッズスタートアップアドベンチャー」集合写真

▶「SDGsキッズスタートアップアドベンチャー」  https://www.sdgskids-sua.com/index.html 
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限りある資源やエネルギーを無駄なく利用する

資源循環の取り組みを通して、気候変動をはじめとする

持続可能な社会に向けた課題に挑戦し、

美しい地球環境を保てるレジリエントな

社会の実現に努めます。

関連するSDGｓ

地球環境
に満足を。
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「PLUSカタログ2024」における家具製品・
文具製品・ミーティングツールの

環境配慮商品対応を積極的に推進しています。
※SKU換算

Highlights in 2024
2 0 2 4 年 の 主 なトピックス

P.49 P.48

マテリアルリバースシステム

※78% 99%以上
リサイクル

17.5haの
緑地管理

中古オフィス家具の
循環型トータルリサイクルシステム

「MRS」を利用したリサイクル率は
99%以上を実現しています。

P.45

生物多様性保全に向けたカタログ掲載品における
環境配慮商品比率

⾃然と⼈間がバランス良く共⽣する
産業複合施設「プラスランド」は、

恵まれた自然環境を形成しています。

■プラスグループ環境理念・環境方針

生物多様性の保全

P.41
P.45

企業活動を通じた
気候変動問題への取り組み

資源の循環利用を促進する
モノ・サービス・仕組みの開発

有害化学物質の把握・削減

P.41

P.47

P.50

マテリアリティ

Close-up
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2022年1月、プラス株式会社 ファニチャーカンパニーは、国産
木材の積極活用で森林の健全化およびカーボンニュートラル
の実現を目指すプロジェクト「MOKURAL（モクラル）」（→P.49）
を立ち上げました。

さらに、2022年より協同組合福岡・大川家具工業会地域材開
発部会が主催する「センダンサイクル」に参画しています。

国産早生広葉樹であるセンダンは、スギやヒノキなどの針葉
樹に比べて成長速度が早く、CO2吸収能力は一般的な広葉樹と

プラス株式会社 ジョインテックスカンパニーは、地方自治体
の皆様との連携や事業活動を通じて安心な暮らしの実現を目
指しています。地域の防疫・災害防止の取り組みに微力ながら
貢献するため、幅広い商品ラインナップを活かして、非常時に物

プラス株式会社 ジョインテックスカンパニーでは、2017年
より、防災・BCP対策用品に特化したカタログ「危機対策のキ
ホン」を発行してきました。2024年9月には、アウトドアブランド

「LOGOS」を展開するロゴスコーポレーションと連携し、小冊子
「災害時にも大活躍！のアウトドアグッズ特集」を発刊、商品販
売を開始しました。

本冊子では、巨大地震や水害被害によって避難生活を余儀

【災害協定】愛知県名古屋市「災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定」
2023年11月、愛知県名古屋市との間で締結された本協定は、名古屋市域内で地震・津波・大雨等による災害が発生、または発生するおそれ

がある場合、名古屋市からの要請を受け、迅速かつ円滑に物質等の供給を行うことについて定めたものです。
2015年に愛知県大府市内に物流拠点「ジョインテックス中部センター」を開設し、愛知県および近隣８県（岐阜県、三重県、静岡県、富山県、石

川県、福井県、長野県、山梨県）への配送を行っています。
同センターでは避難所生活で必要となる簡易トイレや非常食などの緊急物資、衛生用品、乾電池などの生活必需品も豊富に保管しており、今

回の名古屋市との協定締結による災害時の物資調達の供給拠点となります。

上記のほか、災害協定を締結している中央省庁・地方公共団体（2025年1月時点）
愛知県大府市・春日井市・東海市・豊明市、茨城県小美玉市、大阪府大阪市・河南町、鹿児島県志布志市、京都府八幡市、熊本県嘉島
町、群馬県上野村・玉村町、国土交通省中部地方整備局、埼玉県草加市、静岡県磐田市・湖西市・島田市・牧之原市、千葉県、千葉県千
葉市、東京都杉並区、栃木県さくら市、長野県須坂市、奈良県香芝市、宮城県岩沼市

上記のほか、防疫協定を締結している地方公共団体（2025年1月時点）
愛媛県、広島県

【防疫協定】宮城県「家畜伝染病の発生時における緊急防疫業務の物資の供給に関する協定」
2022年12月、宮城県と「家畜伝染病の発生時における緊急防疫業務の物資の供給に関する協定」を締結しました。
宮城県内で高病原性鳥インフルエンザ等の家畜伝染病が発生、または発生するおそれがある場合に、宮城県と協力し、ブルーシートやゴム

長靴など緊急支援物品を提供し、初期の迅速対応の充実を支援します。緊急時対応可能物品として、文具事務用品、衛生用品、生活用品、作業
用品を宮城県岩沼市の物流拠点「ジョインテックス東北センター」（2022年8月開設）に保管しています。また全国に5か所の物流センターを保有
し、緊急事態でも他のエリアからの商品供給ができる体制を構築しています。

プラスグループは、企業理念「新しい価値で、新しい満足を。」
のもと、社会的課題の解決に真摯に取り組み、さまざまなステー
クホルダーの期待や要望に応え、社会から信頼され、尊敬され、
愛される企業を目指し、グループ一体となってサステナビリティ
活動を推進しています。2016年、お客様に安全・安心で環境や
社会にも配慮された商品・サービスをお届けするため、お取引
先様とともにサステナビリティの推進に取り組んでいくための
基本となる「プラスグループ調達基本方針」を制定。2024年、
プラス株式会社の主要調達先である海外工場3社より、人権

天然木・国産木材の活用による環境への貢献

調達基本方針・調達基準を社内外へ周知

持続可能な調達・購買、地域の安心・安全への貢献

強くしなやかな組織を築く。

持続可能な調達の追求 災害に強いインフラの構築
原料・資材・商品などの調達において、これまで重視してきた

品質・安全性の確保、適正な価格、安定供給に加え、お取引先

様とともに人権・労働・安全衛生への配慮、地球環境の保全、

公平・公正な取引に取り組みます。お取引先様との信頼関係を

さらに発展させ、持続可能な調達活動への責務を果たします。

大規模災害など不測の事態においてもバリューチェー

ンを寸断せず商品・サービスを提供し、企業としての

社会的責任を果たせるよう、事業継続計画（BCP）の

整備・見直しを継続的に実施するとともに、安心・安全

に貢献する新たな商品・サービスを拡充します。

■  木材循環システムの構築を目指し「センダンサイクル」へ参画
 

■  事業継続計画（BCP）の整備・防災対策の強化
 

■  避難生活における「生活の質」の維持・向上
 

■  プラスグループの調達に関する取り組み
 

比較して約3倍高いといわれています。「センダンサイクル」では
その特長を活かし、放置針葉樹を適切に伐採・活用し、そこへ
センダンを植樹していくことで、山・森林が健全な状態を保ち続
ける木材循環を構築することを目指しています。当社は本取り
組みに参画したのち、福岡県添田町で開催される「早生樹
センダン記念植樹祭」に3年連続で参加しています。今後も、木
材サプライチェーンの川上から川下を繋ぎ、地元と一体となって
持続可能な産業や環境負荷低減への貢献を目指していきます。

デュー・ディリジェンスを含むサステナブル調達調査を開始しま
した。引き続きお取引先様の協力をいただきながら、調査を継
続・拡大していきます。

また、当社グループは、国連の「ビジネスと人権に関する指導
原則」に則り、当社グループの事業活動によって影響を受ける
すべてのステークホルダーの人権を尊重しています。2025年3
月には「プラスグループ人権方針」を策定しました（→P.57）。サ
プライチェーン全体にわたり、人権を尊重した事業活動を徹底
していきます。

センダンの苗木
100本を植樹

なくされた際にも生活の質を保つ役割を果たすテントや簡易
ベッド、マットに加え、停電・断水時にあると便利なランタンや給
水タンク、洗濯袋などを掲載。法人顧客や自治体などに向けて、
機能性や実用性の高いアウトドアグッズを避難生活用品として
取り入れる価値を提案しています。
「防災×アウトドア」という新しい視点を広くお客様へお伝え

することで、災害対策の強化に貢献していきます。

資供給の面から支援する体制を構築しています。今後も地域と
の連携を深め、非常時における物資供給を通して、地域の活性
化と持続可能な発展に貢献していきます。
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コーポレート・ガバナンス／会社情報
商号 プラス株式会社

英文社名 PLUS CORPORATION

本社所在地
〒105-0001 東京都港区虎ノ門4丁目1番28号
虎ノ門タワーズオフィス12階
TEL（03）5860-7000（代表）

創業 1948年（昭和23年）2月16日

資本金等  9,867百万円（資本金、資本剰余金の合計額）

代表者 代表取締役社長 今泉 忠久

従業員数 1,483名（単体）／8,070名（連結）
※2024年12月31日現在

連結子会社 47社　※2024年12月31日現在

主な事業内容

⃝ オフィス家具、オフィスインテリア用品の
　製造・販売
⃝ 文具、事務用品、OA・PC 関連商品、
　事務機器の製造・販売
⃝ オフィス環境のデザイン・施工・内装工事・
　電気工事・管⼯事
⃝ 電子光学機器、教育機器の製造・販売
⃝ 日用雑貨品、食料品、ソフトウェア、書籍の販売
⃝ インターネットを利用した上記商品の販売
⃝ 上記商品を対象とした海外事業

売上高
   953億円（2024.1.1～2024.12.31 単体）
2,366億円（2024.1.1～2024.12.31 連結）

プラス株式会社およびグループ各社の事業は大きく「ステーショナリー事業分野」「ファニチャー事業分野」「流通事業分野」
「物流・サービス事業分野」に分けられます。各々の企業は、ある時はネットワーク企業として、ある時は良きライバル企業として
互いに影響し合いながら、“お客様の満足”を“独創的な方法”で実現していくために、「社会の変化やお客様のニーズに応じてさ
まざまに姿を変えていく」という柔軟な発想のもと、独自のビジネスを展開しています。

■ステーショナリー事業分野
■ファニチャー事業分野
■流通事業分野
■物流・サービス事業分野
■その他（コンサルティングなど）

（2025年4月現在）

海外グループ会社

■PLUS Corporation of America（アメリカ：オレゴン）
　  〈PLUS Corporation of America〉

■PLUS Europe GmbH（ドイツ：デュッセルドルフ）
　  〈PLUS Europe GmbH〉

■ぺんてる海外グループ会社22社
　  〈22 overseas group companies of PENTEL CO., LTD.〉

■THE SAILOR(THAILAND)CO., LTD.（タイ：バンコク市）
　  〈THE SAILOR(THAILAND)CO., LTD.〉

■Nippon Notebook Vietnam Co., Ltd.（ベトナム：ドンナイ省）
　  〈Nippon Notebook Vietnam Co., Ltd. 〉

■SAILOR PEN EUROPE SAS（フランス：Montroy市）
　  〈SAILOR PEN EUROPE SAS〉

■PLUS VIETNAM INDUSTRIAL CO.,LTD.（ベトナム：ドンナイ省）
　  〈PLUS VIETNAM INDUSTRIAL Co., LTD.〉

■普楽士文具（上海）有限公司（中国：上海市）
　  〈PLUS Stationery Shanghai Co.,Ltd.〉

■汕頭普楽士儀器有限公司（中国：広東省）
　  〈Shantou PLUS Instruments Co., Ltd.〉

■得力普乐士办公科技有限公司（中国：浙江省）
　  〈DELI-PLUS OFFICE TECHNOLOGY CO.,LTD.〉

■台湾普樂士股份有限公司
　  〈TAIWAN PLUS Corporation〉

国内グループ会社

ステーショナリーカンパニー
Stationery Company

グローバルステーショナリーカンパニー
Global Stationery Company

ファニチャーカンパニー
Furniture Company

ジョインテックスカンパニー
JOINTEX Company

■日本ノート株式会社
　  〈Nippon Notebook Corporation〉

■株式会社教育環境研究所
　  〈Institute of Educational Environment〉

■タベレル株式会社
　  〈TABERERU Corporation〉

■未来創造開発センター合同会社
　  〈Future Creation & Development Center LLC.〉

■ビズネット株式会社
　  〈Biznet Corporation〉

■NSK株式会社
　  〈NSK Corporation〉

■タウンサービス株式会社
　  〈Town Service Corporation〉

■プラス ロジスティクス株式会社
　  〈PLUS Logistics Corporation〉

■プラス カーゴサービス株式会社
　  〈PLUS Cargo Service Co., Ltd.〉

■妙高コーポレーション株式会社
　  〈MYOKO CORPORATION CO., LTD〉

■大平紙業株式会社
　  〈TAIHEI SHIGYOU CO., LTD.〉

■オフィスコム株式会社
　  〈OFFICECOM CO., LTD〉

■セーラー万年筆株式会社
　  〈THE  SAILOR PEN CO., LTD.〉

■ぺんてる株式会社
　  〈PENTEL CO., LTD.〉

■オリエント・エンタプライズ株式会社
　  〈ORIENT ENTERPRISE Co., Ltd.〉

■ぺんてるケミカル株式会社
　  〈Pentel Chemical Corporation〉

プラス株式会社

会社概要

プラス ネットワーク

プラスグループはこれまでも「プラスグループコンプライアン
スポリシー」をはじめ、「プラスグループ調達基本方針」などを通
じて、当社グループ社員やお取引先様をはじめとするステーク
ホルダーとともに、事業活動における人権の尊重に取り組んで
きました。2025年3月、社会的要請の変化や高まりに応え、人権
への取り組みをより一層推進するために、国連の「ビジネスと人
権に関する指導原則」などの国際的規範に基づき、当社グルー
プの人権尊重に関する考え方を改めて整理・明文化し、人権方
針を策定しました。
「プラスグループ人権方針」は、具体的かつ実効的に機能す

るために、1.人権に関する基本的な考え方、2.適用範囲、3.人
権尊重の責任、4.人権デュー・ディリジェンス、5.是正・救済、6.教
育・研修、7.責任者、8.対話・協議、9.情報開示、10.重点取り組み
テーマを主な項目として掲げています。

プラスグループは事業活動を行ううえで、直接または間接的
に人権に影響を及ぼす可能性があることを認識し、すべての人
が生まれながらにして持つ基本的権利である人権を尊重するこ
とは重要であり必要不可欠であると考えています。

プラス株式会社は、1948年の創業以来、「世の中にプラスに
なる会社」を目指してきました。そしてプラスグループは、「新し
い価値で、新しい満足を。」の理念のもと、サステナビリティ方針

「ユニークな発想で社会最適を。繋げようサステナブルな未来
へ。」を具現化し、今までにないユニークな発想で社会課題の解
決に取り組み、日々の暮らしに豊かさと安全・安心を、誰もが楽
しく、ワクワク、いきいきと輝き、働き暮らせる社会の実現を目指

プラス株式会社は、当社の事業活動により影響を受けるすべ
てのステークホルダーの人権尊重のため、国際連合「ビジネス
と人権に関する指導原則」に基づき、強制労働やハラスメント
等、人権への負の影響が発生していないか、人権リスクを特定
し、分析・評価して適切な対策を策定・実行する人権デュー・ディ
リジェンスの取り組みを開始しています。2024年度は当社主要

人権の尊重

■  人権方針の策定
 

■  人権に関する基本的な考え方
 

■  人権デュー・ディリジェンスの実施
 

しています。そのために、「プラスグループ人権方針」や「プラス
グループコンプライアンスポリシー」において、国際連合「国際
人権章典」をはじめ、国際労働機関「労働における基本的原則
および権利に関するILO宣言」、国際連合「ビジネスと人権に関
する指導原則」などの人権と労働に関する国際規範を支持・尊
重し、性別、国籍、人種、民族、宗教、障がいの有無等、いかなる
理由をもってしても、差別やハラスメントをはじめとする個人の
尊厳を傷つける行為や非人道的な扱いを自らが行わず、また他
人が行うことも許さないことを徹底しています。また、児童労働、
強制労働を禁止し、認めないことを明確に示しています。

サプライヤーの海外文具工場3社に対してアンケート調査を実
施しました。回答分析の結果、人権を守るための仕組みがあり、
人権の侵害はなくリスク発生の可能性は低いと評価しました。
引き続き、アンケート調査対象を拡大し、サプライチェーン上の
人権問題の実態把握に努め、課題の発見と解決を図りながら、
人権デュー・ディリジェンスに取り組んでまいります。

▶プラスグループ人権方針
https://www.plus.co.jp/sustainability/policy/

また、重点取り組みテーマは、人格および個性を大切にする
人権尊重の精神に溢れた企業風土を築いていくため、以下の
項目に取り組んでいます。
・非人道的な扱いおよび強制労働の禁止
・児童労働の禁止
・差別の禁止
・外国人労働者の不法就労の禁止
・個人の尊厳の尊重
・適切な賃金、労働時間および団結権の尊重
・労働安全衛生および労働災害・疾病への適切な対処
・健全で自由闊達な職場環境づくり
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■本社 〒105-0001 東京都港区虎ノ門4-1-28 虎ノ門タワーズオフィス12F　■電話 03-5860-7000（代表）　■URL www.plus.co.jp
■発行
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